





























A study on the relationship of comprehensive income and  

































計基準審議会（Financial Accounting Standards 
Board：FASB）「以下FASBとする」の概念書
第 3号（Concepts Statement No.3：CON3）「以
下CON3とする」の営利企業の財務諸表の諸要














Comprehensive Income：OCI）「以下 OCI とす
る」という概念が明示的に導入された。
なお，「包括利益」の概念は，SFAS 第 130
号以前に 1960 年代から出現している。1950 年
前後のアメリカ公認会計士協会（The Ameri-
can Institute of Certified Public accountants：
AICPA）「以下AICPAとする」は当期業績主
義を支持していた。その後，1966 年会計原則審
















counting Association：AAA）「以下 AAA と
する」とAICPA によって FASB が 1970 年に
設立された。この FASB の概念書である財務
会計諸概念に関するステートメントであるアメ




























































































of Total Recognized Gains and Losses）の中
における損益計算外項目 12）として定められて
いる。1992 年 10 月，イギリスでは財務報告基
準 書（Financial Reporting Statement：FRS）
「以下 FRS とする」第 3 号の財務業績の報告
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準委員会（International Accounting Standards 
Committee：IASC）「以下 IASCとする」によっ
て作成された国際会計基準（International Ac-





Accounting Standards Board：IASB）「 以 下
IASB とする」へと組織改編が行われ，それに











その後，IASB と FASB の業績報告の統合










年 3 月である。次に改訂のため 2007 年 9 月に，
立教ビジネスデザイン研究　第 12 号　2015
－77－
IAS 第 1 号財務諸表の表示改訂に関する公開草
案―改訂された表示を経て IASB から改訂 IAS
第 1 号という形で，具体案の提示が行われた。
さらに 2010 年 5 月は，公開草案その他包括利
益項目の表示 IAS 第 1 号の改訂を公表し，そ
の他包括利益の区分の表示方法を中心に改訂を
行っている。フェーズ Bは，討議資料財務諸
表の表示に関する予備的見解を 2008 年 10 月公
















































































































合は，「包括利益 ＝ 当期純利益 ＋ その他の包
括利益」となる。一方，連結財務諸表の場合は，














































































































































cumulated Other Comprehensive Income）35），
































































































































































































































































IAS 第 1 号における包括利益が同等のものであ
り，企業会計基準第 25 号における当期純利益
と IAS 第 1 号における当期純利益が同等のも
のであると捉えるかもしれない。しかしなが
ら，その意味は異なるのであり，企業会計基準







で，IAS 第 1 号における純利益は維持すべき資
本が混在している。そのため，企業会計基準第







































































































































き IFRS ではなく IFRS に実質的に同等と判断さ
れる日本基準を用いて作成されることになる。
18） 「企業会計基準第 25 号（包括利益の表示に関す
る会計基準）」，4項．
19） 「企業会計基準第 25 号」，18 項．
20） 「企業会計基準第 25 号」，20 項．
21） 「企業会計基準第 25 号」，21 項．
22） 孫銀植（2011），p.5．
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